
No. 事業コード - - - 01 待機児童対策事業

指標名 単位 区分 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

11 1 3 1

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度

事業期間 平成28年度 ～ 令和7年度 担当

保育園への入所を希望しても
入所できない児童の数

位置づけ

Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）

事業名 待機児童対策事業 コード 1 - 3 - 1 - 1

若い世代定住プロジェクト 子育てしたくなるまちづくり

実績 10 22 13 2利便性の高い場所での保育機会の確保

種別 成果指標 指標の方向 ↓ 達成率 - - - -健康子ども部 保育課 課等長 片桐　啓

人

3
２　事業概要（Plan）

種別 成果指標 指標の方向 ↑ 達成率 100.0

1 事業 ★待機児童対策事業

目標 1 1 1 2

指標の説明

目標 0 0 0 0

コスト効率 低下2,493.1 2,773.1 18,649.6 56,479.0

24,930.5 61,008.0 121,222.5

予算科目 会計 一般 款 3 項 2 目 指標１単位当たりコスト（千円）

補助事業

実績 1 2

根拠法令

37,652.7

白井市私立保育所等施設整備費補助金交付要綱 事業区分 □ 市単独事業 ■

コスト効率 向上
対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）

６　事業の評価（Check②）　

1
②

小規模保育事業所等の設
置箇所数（累計）

箇所 小規模保育事業所等の設置箇
所数

目的

100.0 200.0 150.0事業実施
の背景

共働き世帯の増加等により増大した保育需要に対応する必要が生じた。
※H27年度待機児童　25人 指標１単位当たりコスト（千円）

項目 評価 評価の理由・課題

市が関与する必要性は薄れていないか 〇

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか 〇
□ 直営 ■ 全部委託 □ 一部委託 ■ 補助金等 □ 協働 □ その他

事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか 〇

３歳未満児を中心とした就学前児童
とその保護者

待機児童が多い３歳未満児を中心とした保育需要に対応する
とともに、保育基盤が整備されることにより、保護者が働き
ながら子どもを安心して育てることができる。 若い世代の定住に向け、子育てしやすい

保育環境の整備は不可欠である。

対象や意図を限定又は拡充する必要はないか 〇

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか 〇

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか 〇

他事業との連携・統合の余地はないか 〇

必
要
性

手段
駅前や保育需要の高い地域への小規模保育事業所等の誘致を図る。

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算 R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ 16,519 13,007 45,054 226,811 98,408 81,384

４　コスト（Do②） （千円） □ 増加傾向 ■ 変化なし □ 減少傾向

国県支出金 14,683 4,910 14,973 155,373 51,159 24,857 ７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 （ 　　年度 ）

□ 目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R 年 月）

手段・サービス水準の見直し

） □ 終了

（実施時期： R 年

（ 　　年度

月）
その他 2,146 27,164 6,102 11,601 □ 他事業との連携・統合 （実施時期： R 年 月）

地方債
□

一般財源 1,836 8,097 27,935 44,274 41,147 44,926 □ 業務プロセスの改善 年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年 月）
15,634 14,550 14,550

□

（実施時期： R

市民等との協働を導入・拡大 （実施時期： R 年 月）
人数 1.00 1.50 2.00 2.00 2.00 2.00 □ 受益者負担の見直し （実施時期： R 年 月）

人件費計 Ｃ 8,110 11,924 15,954

人件費 8,110 11,924 15,954 15,634 14,550 14,550 □ 会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期： R 年 月）

□ その他 （実施時期： R 年 月）
人数

人件費

61,008 242,445 112,958 95,934

市民１人コストＤ/人口（円） 388.45 390.82 957.39 3,828.64 1,788.39

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

①

待機児童数

市民・対象
者ニーズの
状況・内容

財
源
内
訳

事業の
方向性

内
訳

正職員

臨時
職員等 改善内容

改善により期
待される効果

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 24,629 24,931

預かり保育拡充事業、送迎ステーション
事業により保育需要を既存施設である幼
稚園において担うことができている。
待機児童数は減となり、目標値に近づい
ている。R2年度

複合型保育施設の開設　・幼稚園等送迎ステーション（定員18人）
　　　　　　　　　　　・認可保育所（ひなた保育園ふぉるてしろい　定員19人　令和2年4月1日）
既存施設整備（ひまわり保育園の認定こども園化　定員60人→77人（2号、3号74人・1号3人）
預かり保育拡充事業の継続（白井幼稚園　定員18人）
保育士宿舎借り上げ事業・保育士通勤用駐車場借り上げ支援・保育士処遇改善事業費補助金の継続

効
率
性

利用者負担については平成28年度に改
定、その後令和元年度より無償化が開始
され、対国算定保育料率は80％を超え
ている。現状維持が適正。引き続き近隣
比較含め常時確認していく。

改善策
取組状況

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか 〇

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか 〇

手段は適切か、サービス水準は適切か 〇
取組状況

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか 〇

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか 〇

有
効
性



No. 事業コード - - -12 1 3 1 02 病児・病後児保育事業

0.28 5.04 6.27 8.13 2.87 8.07

改善により期
待される効果

市民１人コストＤ/人口（円） 66.49 167.70 166.20 166.99 166.56

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

4,216 10,698

人件費

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

内
訳

臨時
職員等

人数

正職員
R

月）

10,591 10,575 10,521 10,817

改善内容

728 728

月）

人件費 2,433 1,590

月）

（実施時期：人数 0.30 0.20 0.10
（実施時期：

0.10 □ 受益者負担の見直し
月）

□ その他 （実施時期： R 年
□

R 年

年

人件費計 Ｃ 2,433 1,590 798 782 728 728
□ 市民等との協働を導入・拡大

R

798 782

0.10 0.10 年
会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期：

5,454 3,794

財
源
内
訳

年 月）

年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年
□ 業務プロセスの改善 （実施時期： R

月）
3,734 3,170

1,161 610 820 □ 他事業との連携・統合 （実施時期：

（実施時期：

年目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R

□ 手段・サービス水準の見直し R

月）
地方債

873

事業の
方向性

その他 715 875 R 年 月）

一般財源 55 2,971

□

□ 休廃止 （ 　　年度 ） □□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続

9,793 10,089

変化なし □ 減少傾向

3,427 4,602 ７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ 12 539 664 860 302

国県支出金 1,716 4,883 4,520 4,602

終了 （ 　　年度 ）

効
率
性

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか 〇

共働き世帯の増加により、病児・病後児保育へのニーズは高まっている。区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算

４　コスト（Do②） （千円） 市民・対象
者ニーズの
状況・内容

■ 増加傾向 □

R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ 1,783 9,108 9,793 9,793

鎌ケ谷市との広域的な実施、市内民間病
院と連携することにより、効率性を高め
ている。

改善策
取組状況

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか 〇

病児保育はH30年度途中に利用方法等につい
て改善が図られたことから、利用者数が増加
傾向になり利用者ニーズに即した事業であ
る。（令和２年度は新型コロナウイルスの影
響により利用者数が減少したことが考慮され
る。）

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか 〇

R2年度

鎌ケ谷総合病院で病後児保育の実施（鎌ケ谷市と広域協定）
白井聖仁会病院で病児保育の実施（鎌ケ谷市と広域協定）

他事業との連携・統合の余地はないか 〇

手段は適切か、サービス水準は適切か 〇

手段

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか 〇

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか 〇

取組状況

一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □□ 直営 ■ 全部委託 □

児童が病気やその回復期の場合、保育所等への通所が困難であり、保護者が休暇等の対応により家
庭で保育をしているが、共働き世帯等の増加に伴い病児・病後児保育の要望が増えた。 指標１単位当たりコスト（千円） 44.6 41.4 30.9 101.2

評価の理由・課題

必
要
性

市が関与する必要性は薄れていないか 〇 働きながら子育てしやすい環境づくりに
対するニーズは今後も増加するものと見
込まれ、子育てと就労の両立に向けた環
境整備を進める必要がある。

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか 〇

コスト効率 低下

その他
事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか 〇・病院や保育園等に専用スペースを確保し、看護師及び保育士を配置

・病気及び病気回復期の児童を一時的に預かる 対象や意図を限定又は拡充する必要はないか 〇

有
効
性

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか 〇

1 事業 ★病児・病後児保育事業

104
２　事業概要（Plan）

種別 成果指標 指標の方向 ↑ 達成率 272.7 102.4 136.8
②

目的

対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）
６　事業の評価（Check②）　保育園、認定こども園、幼稚園、放課後

児童クラブに通っている生後３か月から
小学校６年生までの子どもとその保護者

病気の子どもに対する安全な保育を提供し、保護者が子育て
と就労を両立できる。 項目 評価

30.6事業実施
の背景

健康子ども部 ↑ 達成率

340
病児保育、病後児保育の年間
利用者数(H31年度並みの受
入人数を確保する）

根拠法令 白井市病児保育事業実施要綱・鎌ケ谷市病後児保育実施要綱 事業区分 □ 市単独事業 ■ 補助事業

実績
利用者数 人

目標 88 250 250

240 256 342

2 目

- 2 指標名

5,287.4 5,260.3 コスト効率 向上予算科目 会計 一般 款 3 項

保育課 課等長 片桐　啓

指標１単位当たりコスト（千円） 5,348.9 5,295.4

事業期間 平成18年度 ～ 令和7年度 担当

H31年度 R2年度 指標の説明

100.0 100.0 100.0 100.0

位置づけ
若い世代定住プロジェクト 子育てしたくなるまちづくり

実績 2 2利便性の高い場所での保育機会の確保

種別 活動指標

目標 2 2 2 2

- 1

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度 Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）
単位

①

実施施設数 か所

指標の方向

事業名 病児・病後児保育事業 コード 1 - 3

病児保育、病後児保育の実施
施設数

2 2

区分 H29年度 H30年度



No. 事業コード - - -13 1 3 2 01 子ども医療費助成事業

改善により期
待される効果

市民１人コストＤ/人口（円） 3,658.52 3,983.29 3,860.20 3,876.01 3,190.75

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

231,965 254,094

人件費 2,503 2,512 2,590 2,658 2,901 3,154

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

内
訳

臨時
職員等

人数 3.00 3.00 3.00 3.00 3.00

正職員
R

月）

245,983 245,444 201,534 230,606

改善内容

3.00

8,730 8,730

月）

人件費 9,732 9,539

月）

（実施時期：人数 1.20 1.20 1.20
（実施時期：

1.20 □ 受益者負担の見直し
月）

□ その他 （実施時期： R 年
□

R 年

年

人件費計 Ｃ 12,235 12,051 12,162 12,038 11,631 11,884
□ 市民等との協働を導入・拡大

R

9,572 9,380

1.20 1.20 年
会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期：

131,684 135,332

財
源
内
訳

年 月）

年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年
□ 業務プロセスの改善 （実施時期： R

月）
157,678 161,733

953 8,796 12,670 □ 他事業との連携・統合 （実施時期：

（実施時期：

年目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R

□ 手段・サービス水準の見直し R

月）
地方債

事業の
方向性

その他 4,051 2,484 1,406 R 年 月）

一般財源 138,411 160,261

□

□ 休廃止 （ 　　年度 ） □□ 改善して継続 ■ 現状のまま継続

189,903 218,722

変化なし □ 減少傾向

49,423 70,720 ７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ

国県支出金 77,268 79,298 74,737 70,720

終了 （ 　　年度 ）

効
率
性

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか 〇

県の基準に市独自の上乗せをしているものの、近隣市が高校3年生まで助成を行っていることもあ
り、対象年齢拡大のニーズがある。

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算

４　コスト（Do②） （千円） 市民・対象
者ニーズの
状況・内容

□ 増加傾向 ■

R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ 219,730 242,043 233,821 233,406

申請方法においては、マイナンバーを利
用した子育てワンストップサービスによ
る電子申請の導入について検討の余地が
ある。改善策

取組状況

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか 〇

県の助成範囲に市独自の上乗せをしたこ
とで、更なる子どもの保健対策の充実と
保護者の経済的負担の軽減が図れた。

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか 〇

R2年度

対象者数：9,982人
助成件数：78,135件
助成金額：180,066,638円

他事業との連携・統合の余地はないか 〇

手段は適切か、サービス水準は適切か 〇

手段

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか ×

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか 〇

取組状況

一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □■ 直営 □ 全部委託 ■

千葉県の乳幼児医療助成制度の実施を受け、乳幼児の医療に係る自己負担額の一部または全部を助成し、乳幼児の保健対策と保護者
の経済的負担軽減を図るため、昭和48年から償還払い方式による助成を実施している。

指標１単位当たりコスト（千円） - - - -

評価の理由・課題

必
要
性

市が関与する必要性は薄れていないか 〇 子育て世帯への経済的負担の軽減と子ど
もの保健対策の充実を図り。安心して子
育てができる環境を整えるために不可欠
なものである。

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか 〇

コスト効率 -

その他
事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか 〇・市内に住所のある中学校3年生までの通院・調剤・入院にかかる医療費に対して、その一部又は

全部を助成 対象や意図を限定又は拡充する必要はないか 〇

有
効
性

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか 〇

1 事業 ★子ども医療費助成事業

２　事業概要（Plan）
種別 指標の方向 達成率 - - -

②

目的

対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）
６　事業の評価（Check②）　白井市に住所のある中学校3年生ま

での子どもとその保護者
子どもの保健対策の充実と保護者の経済的負担を軽減する。

項目 評価

-事業実施
の背景

健康子ども部
達成率

根拠法令 白井市子ども医療費の助成に関する規則 事業区分 □ 市単独事業 ■ 補助事業

実績

目標 -

-

2 目

- 1 指標名

- - コスト効率 -予算科目 会計 一般 款 3 項

子育て支援課 課等長 永井　康弘

指標１単位当たりコスト（千円） - -

事業期間 昭和48年度 ～ 令和7年度 担当

H31年度 R2年度 指標の説明

- - - -

位置づけ
若い世代定住プロジェクト 子育てしたくなるまちづくり

実績 -子育てに係る経済的負担の軽減

種別

目標 -

- 2

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度 Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）
単位

①
指標の方向

事業名 子ども医療費助成事業 コード 1 - 3

施策評価において成果等を検
証する。

区分 H29年度 H30年度



No. 事業コード - - -14 1 3 3 01 子育てスタート応援事業

改善により期
待される効果

市民１人コストＤ/人口（円） 278.83 270.69 272.54 182.05 177.69

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

17,679 17,267

人件費 138 141 113 2,075 2,320

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

内
訳

臨時
職員等

人数 0.10 0.10 0.10 1.00 1.00

正職員
R

月）

17,367 11,528 11,223 0

改善内容
本事業の内容については「子育て世代包括支援センター事業」（子育て支援課・保育課・健康
課）と「母子保健推進事業」（健康課）へ整理した。

7,275 0

月）

人件費 16,220 15,898

月）

（実施時期：人数 2.00 2.00 2.00
（実施時期：

□ 受益者負担の見直し
月）

□ その他 （実施時期： R 年
□

R 年

年

人件費計 Ｃ 16,358 16,039 16,067 9,892 9,595 0
□ 市民等との協働を導入・拡大

R

15,954 7,817

1.00 1.00 年
会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期：

1,628 0

財
源
内
訳

年 月）

年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年
□ 業務プロセスの改善 （実施時期： R

月）
1,300 1,636

□ 他事業との連携・統合 （実施時期：

（実施時期：

年目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R

□ 手段・サービス水準の見直し R

月）
地方債

事業の
方向性

その他 R 年 月）

一般財源 1,321 1,228

□

■ 休廃止 （ 　２年度 ） □□ 改善して継続 □ 現状のまま継続

1,628

変化なし □ 減少傾向

７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ

国県支出金

終了 （ 　　年度 ）

効
率
性

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか ○

核家族化・地域とのつながりの希薄化はますます進行し、子育てへの支援を得ることが困難な状
況の中で、子どもを産み育てる市民が増えると予測される。

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算

４　コスト（Do②） （千円） 市民・対象
者ニーズの
状況・内容

■ 増加傾向 □

R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ 1,321 1,228 1,300 1,636

母子保健推進員には、おめでとう訪問や幼児
健診、ベビーサロンなどの事業の中で、子育
て中の父母の身近な支援者として心配ごと等
を傾聴するなど、気持ちに寄り添う支援を依
頼しており、市民団体との協働の一つとして
機能している。

改善策
取組状況

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか ○

子育て世代への包括的な支援が必要とさ
れており、令和3年1月に子育て世代包
括支援センターを設置した。

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか ○

R2年度

・マタニティ＆ベビー向け講座を実施
・妊娠･出産･育児･子育て支援サービスの情報配信を内容の充実を図り実施
・妊娠届出時、講座、出生届出などの機会をとらえ、サポートする父親への支援を実施
・虐待ハイリスク者等に対し、他課・他施設と連携して支援を実施
・産後ケア事業の実施

他事業との連携・統合の余地はないか ○

手段は適切か、サービス水準は適切か ○

手段

・子育て世代包括支援センターを設置
業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか ○

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか ○

取組状況

一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □■ 直営 □ 全部委託 □

近年、核家族化・地域のつながりの希薄化がすすむ中、子育てへの支援を得ることが困難な状況が
続いている。 指標１単位当たりコスト（千円） - - - -

評価の理由・課題

必
要
性

市が関与する必要性は薄れていないか ○ 核家族化や地域のつながりの希薄化が懸
念される中、子育てへの支援が充分に得
られず、子どもを生み育てることに不安
を感じる親に対し、その不安を和らげる
支援の充実が必要である。

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか ○

コスト効率 -

その他
事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか ○・マタニティ＆ベビー向け講座の充実　　　・妊娠届出時等の面接相談の充実

・妊娠･出産･育児･子育て支援サービスの情報配信
・他課･他施設と連携した支援体制の検討（平成29年度）、支援体制の構築（令和3年度以降）

対象や意図を限定又は拡充する必要はないか ○

有
効
性

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか ○

3 事業 ★子育てスタート応援事業

２　事業概要（Plan）
種別 指標の方向 達成率 - - -

②

目的

対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）
６　事業の評価（Check②）　妊娠・出産・転入により、白井市で

子育てをスタートさせる親子
安心して楽しく子育てできる環境を整える。

項目 評価

-事業実施
の背景

健康子ども部 ↑ 達成率

根拠法令 母子保健法 事業区分 ■ 市単独事業 □ 補助事業

実績

目標

1 目

- 1 指標名

274.5 165.0 コスト効率 向上予算科目 会計 一般 款 4 項

健康課 課等長 佐藤　覚

指標１単位当たりコスト（千円） 375.4 385.9

事業期間 平成27年度 ～ 令和2年度 担当

H31年度 R2年度 指標の説明

107.0 90.0 84.0 136.0

位置づけ
若い世代定住プロジェクト 子育てしたくなるまちづくり

実績 46 45地域での親や子どもたちの居場所づくりや子育て支援のしくみづくり

種別 成果指標

目標 43 50 50 50

- 3

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度 Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）
単位

①

妊娠･出産･子育てについ
て不安が和らいだ人の割
合

％

指標の方向

事業名 子育てスタート応援事業 コード 1 - 3
幼児健診時に実施するアン
ケートで、妊娠･出産･子育て
について不安が和らいだ人の
割合

42 68

区分 H29年度 H30年度



No. 事業コード - - -15 1 3 3 02 子育てカフェ事業

改善により期
待される効果

出産期からの継続した支援が可能となる。
各センターとの連携強化により、課題の早期発見が可能となる。

市民１人コストＤ/人口（円） 12.79 12.46 125.18 123.44 57.59

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

811 795

人件費

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

内
訳

臨時
職員等

人数

正職員
R

月）

7,977 7,817 3,638 0

改善内容
子育て世代包括支援センターを中心とした事業展開を行う。
保育コンシェルジュが、児童館、子育て支援センター等に出張する事業を開始する。
（児童館、子育て支援センター、つどいの広場事業との連携強化）

3,638 0

月）

人件費 811 795

月）

（実施時期：人数 0.10 0.10 1.00
（実施時期：

0.00 □ 受益者負担の見直し
月）

□ その他 （実施時期： R 年
□

R 年

年

人件費計 Ｃ 811 795 7,977 7,817 3,638 0
□ 市民等との協働を導入・拡大

R

7,977 7,817

1.00 0.50 年
会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期：

0 0

財
源
内
訳

年 月）

年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年
□ 業務プロセスの改善 （実施時期： R

月）
0 0

□ 他事業との連携・統合 （実施時期：

（実施時期：

年目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R

□ 手段・サービス水準の見直し R

月）
地方債

事業の
方向性

その他 R 3 年 4 月）

一般財源 0 0

□

■ 休廃止 （ ３１年度 ） □□ 改善して継続 □ 現状のまま継続

変化なし □ 減少傾向

７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ

国県支出金

終了 （ 　　年度 ）

効
率
性

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか 〇

無償化開始等により制度が複雑化するなか、子育てに関する相談、情報提供のニーズは増加して
いる。

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算

４　コスト（Do②） （千円） 市民・対象
者ニーズの
状況・内容

■ 増加傾向 □

R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ

他事業との連携により、目的の達成を図
る。

改善策
取組状況

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか 〇

他事業において、類似の事業が増え、必
要なサービスは提供されている。
今後は、子育て世代包括支援センターと
の連携により、本事業目的の更なる推進
を図る。

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか 〇

R2年度

子育てに関する相談指導、情報の提供については、子育て世代包括支援センター（保育コンシェル
ジュ）が行っている。
子育て支援センターが新たに1か所設置され（ひまわりこども園内）同業務を担っている。

他事業との連携・統合の余地はないか ×

手段は適切か、サービス水準は適切か 〇

手段

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか ×

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか 〇

取組状況

一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □■ 直営 □ 全部委託 □

核家族化等により育児に関する不安や孤立感を抱える保護者が多くなり、その解消を図る必要があ
るため。 指標１単位当たりコスト（千円） - - - -

評価の理由・課題

必
要
性

市が関与する必要性は薄れていないか 〇 子育てに関する相談支援、情報提供につ
いては強化が必要。

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか 〇

コスト効率 -

その他
事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか 〇・保護者同士や保育士、近隣住民との交流の場の提供

・子育てに関する相談指導・情報の提供 対象や意図を限定又は拡充する必要はないか 〇

有
効
性

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか ×

- 事業 -

２　事業概要（Plan）
種別 成果指標 指標の方向 ↑ 達成率 - - -

②

目的

対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）
６　事業の評価（Check②）　子育てをしている保護者、児童及び

近隣住民
地域での親や子どもたちの居場所づくり、地域の子育て支援
拠点の創出により、子育てをしている保護者の育児不安が解
消し、孤立感が緩和する。

項目 評価

-事業実施
の背景

健康子ども部 ↑ 達成率

-
実施方法を検討段階であるた
め、目標値は設定できない。

根拠法令 子ども・子育て支援交付金実施要綱 事業区分 □ 市単独事業 ■ 補助事業

実績
利用者数 人

目標 - - -

- - -

- 目

- 2 指標名

- - コスト効率 -予算科目 会計 - 款 - 項

保育課 課等長 片桐　啓

指標１単位当たりコスト（千円） - -

事業期間 平成28年度 ～ 令和2年度 担当

H31年度 R2年度 指標の説明

- - - -

位置づけ
若い世代定住プロジェクト 子育てしたくなるまちづくり

実績 - -地域での親や子どもたちの居場所づくりや子育て支援のしくみづくり

種別 活動指標

目標 - - - -

- 3

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度 Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）
単位

①

設置箇所 箇所

指標の方向

事業名 子育てカフェ事業 コード 1 - 3

実施方法を検討段階であるた
め、目標値は設定できない。

-

区分 H29年度 H30年度



No. 事業コード - - -

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度 Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）
単位

①

教室参加児童数 人

指標の方向

事業名 放課後子ども教室事業 コード 1 - 3

子ども教室を利用した児童数368 282

区分 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 指標の説明

86.0 100.6 58.4 44.8

位置づけ
若い世代定住プロジェクト 子育てしたくなるまちづくり

実績 542 634地域での親や子どもたちの居場所づくりや子育て支援のしくみづくり

種別 成果指標

目標 630 630 630 630

- 3 - 3 指標名

11.8 4.1 コスト効率 向上予算科目 会計 一般 款 9 項

生涯学習課 課等長 寺田　豊

指標１単位当たりコスト（千円） 8.4 7.3

事業期間 平成20年度 ～ 令和7年度 担当 教育部 ↑ 達成率

10
子ども教室の運営をサポート
する地域住民等の数

根拠法令 事業区分 ■ 市単独事業 □ 補助事業

実績
コーディネーター数 人

目標 10 10 10

11 10 10

4 目 1 事業 ★放課後子ども教室事業

9
２　事業概要（Plan）

種別 成果指標 指標の方向 ↑ 達成率 110.0 100.0 100.0
②

目的

対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）
６　事業の評価（Check②）　市内の児童 子ども達の放課後の安全・安心な活動の確保や地域社会の中

で心豊かで健やかに育まれる。 項目 評価

90.0事業実施
の背景

放課後に子どもが安心して活動できる場の確保及び次世代を担う児童の健全育成を支援することを
目的として平成20年度から実施している。 指標１単位当たりコスト（千円） 416.2 465.4 436.0 127.5

評価の理由・課題

必
要
性

市が関与する必要性は薄れていないか 〇 国では平成30年9月に「新・放課後子ども総
合プラン」が策定され、放課後における子ど
もたちの安全・安心な居場所の更なる提供が
必要である。新しい生活様式を前提とした運
営方法の模索が必要。

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか 〇

コスト効率 向上

その他
事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか 〇小学校の余裕教室を活用し、地域や協力者と子ども教室を実施

都市公園運動場を利用し、地域や協力者と子ども教室を実施 対象や意図を限定又は拡充する必要はないか ×

有
効
性

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか 〇

一部委託 □ 補助金等 ■ 協働 □■ 直営 □ 全部委託 □

限られた予算と職員で、事業を拡充する
ためには、関係課や地域等との連携と効
率化が必要である。地域の力には限界が
あり、学童保育所運営事業者に委託し、
一体的に運営する方法の検討が必要。

改善策
取組状況

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか 〇

学童保育所との一体化または連携による
運営の検討と、放課後子ども教室の拡
充。

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか ×

R2年度

市内小学校の２箇所（白井第二小学校、大山口小学校）で子ども教室を実施。
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、４月から８月まで休止。９月から１２月まで再開す
るも、１月の緊急事態宣言の再発令に伴い、結果的に３月まで休止、そのまま終了。

他事業との連携・統合の余地はないか ×

手段は適切か、サービス水準は適切か ×

手段

手段・サービス水準の見直し
他事業との連携・統合

新型コロナウイルスの感染拡大により、例年通りの事業運営ができなかったため、改善項目の改善は難し
かった。
令和３年度以降の事業拡充に向け、放課後児童クラブ（学童保育所）運営事業者と実現可能に向けた話し合
いを行った。

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか ×

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか ×

取組状況

効
率
性

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか 〇

９小学校のうち２小学校のみ運営、７小学校においても等しく放課後の子どもの安全・安心な居
場所は必要である。

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算

４　コスト（Do②） （千円） 市民・対象
者ニーズの
状況・内容

□ 増加傾向 ■

R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ 2,265 2,193 2,261 2,015 420 3,710

変化なし □ 減少傾向

0 0 ７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ 56 56 56 31 25

国県支出金 1,178 1,228 1,343 1,180

終了 （ 　　年度 ）□ 休廃止 （ 　　年度 ） □■ 改善して継続 □ 現状のまま継続
月）

地方債

67

事業の
方向性

その他 R 3 年 4 月）

一般財源 1,031 909

□

■ 他事業との連携・統合 （実施時期：

（実施時期：

年目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R

■ 手段・サービス水準の見直し R 3

395 3,643

財
源
内
訳

年 4 月）

3 年 4 月）

■ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 3 年
■ 業務プロセスの改善 （実施時期： R

9 月）
862 804

R 年

年

人件費計 Ｃ 2,433 2,385 2,393 2,345 728 2,183
□ 市民等との協働を導入・拡大

R

2,393 2,345

0.30 0.10 年
会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期：

月）

人件費 2,433 2,385

月）

（実施時期：人数 0.30 0.30 0.30
（実施時期：

0.30 □ 受益者負担の見直し
月）

□ その他 （実施時期： R 年
□ R

月）

4,654 4,360 1,148 5,893

改善内容
放課後子どもプラン推進委員会において、新・放課後子ども総合プランに即した事業を運営でき
るように検討する。具体的には現存する放課後子ども教室と学童保育所との連携、未整備校への
令和３年度からの整備計画策定をする。

728 2,183

人件費

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

内
訳

臨時
職員等

人数

正職員

16 1 3 3 03 放課後子ども教室事業

1.19 1.22 1.20 0.71 2.18 1.14

改善により期
待される効果

市内すべての小学生に放課後の居場所を提供でき、健全な育成につながる。
市民１人コストＤ/人口（円） 74.10 71.76 73.04 68.85 18.17

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

4,698 4,578



No. 事業コード - - - 01 補助教員配置事業

指標名 単位 区分 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

17 1 3 4

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度

事業期間 平成14年度 ～ 令和7年度 担当

学校の状況に応じて、補助教
員を配置した学校数

位置づけ

Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）

事業名 補助教員配置事業 コード 1 - 3 - 4 - 1

若い世代定住プロジェクト 子育てしたくなるまちづくり

実績 14 14 14 14児童・生徒の個性に応じた学力の向上など生きる力を育む教育の推進

種別 活動指標 指標の方向 ↑ 達成率 100.0 100.0 100.0 100.0教育部 学校政策課 課等長 和地　滋巳

校

33
２　事業概要（Plan）

種別 成果指標 指標の方向 ↑ 達成率 100.0

4 事業 ★補助教員配置事業

目標 25 28 31 33

指標の説明

目標 14 14 14 14

コスト効率 低下3,405.9 3,690.4 3,230.8 4,190.8

1,907.3 1,845.2 1,459.1

予算科目 会計 一般 款 9 項 1 目 指標１単位当たりコスト（千円）

補助事業

実績 25 31

根拠法令

1,777.9

事業区分 ■ 市単独事業 □

コスト効率 低下
対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）

６　事業の評価（Check②）　

28
②

配置した補助教員の人数 人 学校の状況に応じて、各小中
学校に配置した補助教員の人
数。

目的

100.0 100.0 100.0事業実施
の背景

学習指導における個に応じた支援の必要性が高まった。
発達障がいや不登校児童生徒への適切な対応の必要性が高まった。 指標１単位当たりコスト（千円）

項目 評価 評価の理由・課題

市が関与する必要性は薄れていないか ○

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか ○
■ 直営 □ 全部委託 □ 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他

事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか ○

個に応じた支援の必要な学級
発達障がいや不登校児童生徒
医療的ケアを必要とする児童生徒

小学校基本科目の基礎・基本の学力定着、学習障がい児の指
導など、きめ細やかな教育が受けられる。

小中学生の学力向上や発達障がい、不
登校、日本語指導、医療的ケアなどの
様々な教育的ニーズを抱えた児童生徒
が増加していることから、きめ細かな
指導の必要性は拡大している。

対象や意図を限定又は拡充する必要はないか ○

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか ○

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか ○

他事業との連携・統合の余地はないか ○

必
要
性

手段
小学校中学年の算数科を中心とした少人数指導や、発達障がい、不登校等の児童生徒を指導・支
援するため学校補助教員を配置、医療的ケアが必要な児童に対して看護師を配置
本務教員の療養休暇等に対応する休暇等補助教員の配置

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算 R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ 1,030 1,053 1,447 748 2,419 3,668

４　コスト（Do②） （千円） ■ 増加傾向 □ 変化なし □ 減少傾向

国県支出金 ７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 （ 　　年度 ）

□ 目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R 年 月）

手段・サービス水準の見直し

） □ 終了

（実施時期： R 年

（ 　　年度

月）
その他 255 203 183 121 49 20 □ 他事業との連携・統合 （実施時期： R 年 月）

地方債
□

一般財源 775 850 1,264 627 2,370 3,648 □ 業務プロセスの改善 年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年 月）
44,483 56,252 59,615

□

（実施時期： R

市民等との協働を導入・拡大 （実施時期： R 年 月）
人数 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 □ 受益者負担の見直し （実施時期： R 年 月）

人件費計 Ｃ 47,438 46,630 50,218

人件費 2,433 2,385 2,393 2,345 2,183 2,183 □ 会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期： R 年 月）

□ その他 （実施時期： R 年 月）
人数 41.00 41.00 46.00 46.00 47.00 46.00

人件費 45,005 44,245 47,825 42,138 54,069 57,432

51,665 45,231 58,671 63,283

市民１人コストＤ/人口（円） 764.43 747.49 810.78 714.28 928.89

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

①

配置した学校数

市民・対象
者ニーズの
状況・内容

財
源
内
訳

事業の
方向性

内
訳

正職員

臨時
職員等 改善内容

改善により期
待される効果

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 48,468 47,683

国や県による少人数加配教員の配置はあるが、より
きめ細やかな指導を実現するために、さらなる人的
配置を行うことが必要である。外国籍児童生徒はの
母国語を話せる補助教員の配置は、日本語の修得及
び学力向上に大きく貢献しており、有効である。

R2年度

学校補助教員の配置：33名（うち看護師3名、日本語指導補助教員6名）
読書活動推進補助教員の配置：14名（各校に配置）

効
率
性

学校における学習や生活指導は、教育
の専門性を必要とするとともに、児童
生徒の状況等の個人情報の管理も求め
られるため、現状の通り直営で継続す
ることが望ましい。

改善策
取組状況

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか ○

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか ○

手段は適切か、サービス水準は適切か ○
取組状況

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか ○

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか ○

有
効
性



No. 事業コード - - - 02 地域人材活用事業

指標名 単位 区分 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度

18 1 3 4

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度

事業期間 平成13年度 ～ 令和7年度 担当

特色ある事業計画に対する経
費負担や部活動サポーター、
学校評議員の委嘱によって支
援した学校数

位置づけ

Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）

事業名 地域人材活用事業 コード 1 - 3 - 4 - 2

若い世代定住プロジェクト 子育てしたくなるまちづくり

実績 14 14 14 14児童・生徒の個性に応じた学力の向上など生きる力を育む教育の推進

種別 活動指標 指標の方向 → 達成率 100.0 100.0 100.0 100.0教育部 教育支援課 課等長 本間　賢一

校

11
２　事業概要（Plan）

種別 成果指標 指標の方向 ↑ 達成率 116.7

3 事業 ★地域人材活用事業

目標 12 12 12 12

指標の説明

目標 14 14 14 14

コスト効率 向上255.0 245.3 247.6 207.9

255.0 264.2 266.7

予算科目 会計 一般 款 9 項 1 目 指標１単位当たりコスト（千円）

補助事業

実績 14 13

根拠法令

264.6

事業区分 ■ 市単独事業 □

コスト効率 向上
対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）

６　事業の評価（Check②）　

13
②

部活動サポーターの派遣
人数

人 白井市教育委員会で委嘱し、
学校に派遣した部活動サポー
ターの人数

目的

108.3 108.3 91.7事業実施
の背景

平成８年度に文科省より地域に開かれた学校作りを行うことの重要性が示された。
平成１４年度に改定された学習指導要領により、総合的な学習の時間がスタートした。 指標１単位当たりコスト（千円）

項目 評価 評価の理由・課題

市が関与する必要性は薄れていないか 〇

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか 〇
■ 直営 □ 全部委託 □ 一部委託 □ 補助金等 □ 協働 □ その他

事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか 〇

各小中学校の児童・生徒 地域の実情や特性を活かして、子どもたちの豊かな心を育成
し、部活動の技術の向上、学習における基礎・基本の習得を
図る。 学校評議員から学校経営の改善につな

がる意見を聴取することで、効果的な
教育の推進が図れる。部活動サポー
ターから技術指導を受けることで、児
童生徒の技術の向上が見込まれる。

対象や意図を限定又は拡充する必要はないか 〇

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか 〇

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか 〇

他事業との連携・統合の余地はないか 〇

必
要
性

手段
各学校が作成した特色ある事業計画に対し、必要な経費を支援
部活動指導を行うことができる専門性を有する指導者を地域から委嘱
保護者や地域の意見を学校に伝えていくための学校評議員を地域から委嘱

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算 R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ 2,852 2,775 2,637 2,685 2,183 3,256

４　コスト（Do②） （千円） □ 増加傾向 ■ 変化なし □ 減少傾向

国県支出金 ７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ □ 改善して継続 ■ 現状のまま継続 □ 休廃止 （ 　　年度 ）

□ 目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R 年 月）

手段・サービス水準の見直し

） □ 終了

（実施時期： R 年

（ 　　年度

月）
その他 400 400 □ 他事業との連携・統合 （実施時期： R 年 月）

地方債
□

一般財源 2,452 2,375 2,637 2,685 2,183 3,256 □ 業務プロセスの改善 年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年 月）
782 728 728

□

（実施時期： R

市民等との協働を導入・拡大 （実施時期： R 年 月）
人数 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 0.10 □ 受益者負担の見直し （実施時期： R 年 月）

人件費計 Ｃ 811 795 798

人件費 811 795 798 782 728 728 □ 会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期： R 年 月）

□ その他 （実施時期： R 年 月）
人数

人件費

3,435 3,467 2,911 3,984

市民１人コストＤ/人口（円） 57.77 55.96 53.90 54.75 46.08

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

①

支援した学校数

市民・対象
者ニーズの
状況・内容

財
源
内
訳

事業の
方向性

内
訳

正職員

臨時
職員等 改善内容

改善により期
待される効果

総コストＤ＝Ａ+Ｃ 3,663 3,570

学校視察での実態把握、児童・生徒の
アンケート結果等から、学校運営に十
分な成果が上がっている。現段階で水
準は確保されているが、ニーズは増加
傾向にある。R2年度

①小中学校において、事業計画に基づき、地域に応じた特色ある学校づくりを目指し、実施の準備を進めたが、
新型コロナウイルス感染症感染予防や緊急事態宣言発令のため、実施を断念する学校が多かった。（国際理解教
育の推進、キャリア教育の推進、環境教育推進事業、図書館教育推進、自然観察活動、食の教育推進活動）②部
活動サポーターを派遣した。③全小中学校で学校評議員を委託し、学校運営に関する意見を聴取した。

効
率
性

学校経営に関して、効率的に実施され
ており、学習活動及び部活動の充実が
図られている。

改善策
取組状況

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか 〇

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか 〇

手段は適切か、サービス水準は適切か 〇
取組状況

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか 〇

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか 〇

有
効
性



No. 事業コード - - -

令和３年度事務事業評価シート（重点戦略事業・一般事務事業用） 評価対象年度 Ｒ 2 年度

１　基本情報 ５　指標の推移（Check①）
単位

①

コイン使用率 ％

指標の方向

事業名 ドリームチャレンジャー事業 コード 1 - 3

コイン使用枚数／コイン配布
数

- -

区分 H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 指標の説明

14.8 - - -

位置づけ
若い世代定住プロジェクト 子育てしたくなるまちづくり

実績 7 -児童・生徒の個性に応じた学力の向上など生きる力を育む教育の推進

種別 成果指標

目標 50 - - -

- 4 - 3 指標名

- - コスト効率 -予算科目 会計 - 款 - 項

子育て支援課 課等長 永井　康弘

指標１単位当たりコスト（千円） 615.3 -

事業期間 平成28年度 ～ 令和２年度 担当 健康子ども部 → 達成率

-

サポーター登録者数

根拠法令 事業区分 ■ 市単独事業 □ 補助事業

実績
サポーター登録数 団体

目標 40 - -

37 - -

- 目 - 事業 -

-
２　事業概要（Plan）

種別 成果指標 指標の方向 ↑ 達成率 92.5 - -
②

目的

対象（誰・何を） 意図（どういう状態にしたいか）
６　事業の評価（Check②）　・チャレンジャー：小学３年生

・サポーター：地域の大人や高齢
者、団体で市長の認定を受けたもの

子どもたちが芸術、スポーツその他チャレンジしたいこと
を、地域の大人や団体から学び、体験する機会を作ることに
より、子どもが将来の夢を見つけるとともに、地域全体で子
育てを支える機運が高まる。

項目 評価

-事業実施
の背景

①共働き、ひとり親家庭が増え、子育てには一層地域の力が必要②地域に貢献したいと考えている人たちの力を発揮させる仕組みと
活躍の場が必要③子どもたちが両親、学校の先生以外の大人と関わる仕組みが必要である。

指標１単位当たりコスト（千円） 123.1 - - -

評価の理由・課題

必
要
性

市が関与する必要性は薄れていないか - 平成２９年度をもって事業休止

対象者の減少など事業の実施意義は薄れていないか -

コスト効率 -

その他
事業を実施しないと市民や地域社会に不利益が生じるか -　

対象や意図を限定又は拡充する必要はないか -

有
効
性

国・県・民間に類似の事業・サービスはないか -

一部委託 □ 補助金等 ■ 協働 □■ 直営 □ 全部委託 □

平成２９年度をもって事業休止

改善策
取組状況

前年度以前評価での改善項目 改善状況（前年度評価に基づかない改善事項等も含む） 受益者負担について見直す余地はないか -

平成２９年度をもって事業休止

３　取組状況（Do①） 指標目標を達成したか、意図の実現に近づいているか -

R2年度
他事業との連携・統合の余地はないか -

手段は適切か、サービス水準は適切か -

手段

業務プロセス（進め方・手続き）に工夫の余地はないか -

実施体制（事務分担など）に工夫の余地はないか -

取組状況

効
率
性

民間委託や市民団体等との協働の余地はないか -

区分 H28年度決算 H29年度決算 H30年度決算 H31年度決算

４　コスト（Do②） （千円） 市民・対象
者ニーズの
状況・内容

□ 増加傾向 □

R2年度決算 R3年度予算

事業費計 Ａ 1,037 537

変化なし □ 減少傾向

７　今後の方向性（Action）

受益者負担 Ｂ

国県支出金

終了 （ 　　年度 ）■ 休廃止 （ H29年度 ） □□ 改善して継続 □ 現状のまま継続
月）

地方債

事業の
方向性

その他 R 年 月）

一般財源 1,037 537

□

□ 他事業との連携・統合 （実施時期：

（実施時期：

年目的（対象・意図）の再設定 （実施時期： R

□ 手段・サービス水準の見直し R

0 0

財
源
内
訳

年 月）

年 月）

□ 民間委託を導入・拡大 （実施時期： R 年
□ 業務プロセスの改善 （実施時期： R

月）
0 0

R 年

年

人件費計 Ｃ 4,082 4,017 0 0 0 0
□ 市民等との協働を導入・拡大

R

0 0

年
会計年度任用職員・再任用職員の活用 （実施時期：

月）

人件費 4,055 3,975

月）

（実施時期：人数 0.50 0.50
（実施時期：

□ 受益者負担の見直し
月）

□ その他 （実施時期： R 年
□ R

月）

0 0 0 0

改善内容
前期基本計画を以って事業廃止

0 0

人件費 27 42

総コストＤ＝Ａ+Ｃ

内
訳

臨時
職員等

人数 1.00 1.00

正職員

19 1 3 4 03 ドリームチャレンジャー事業

改善により期
待される効果

市民１人コストＤ/人口（円） 80.74 71.38 0.00 0.00 0.00

受益者負担率Ｂ/Ｄ（％）

5,119 4,554


